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平成２６年度小城市予算主な事業一覧 *新規事業

No 事業費：千円

総務課 1 * インターネット情報番組発信事業（地域人づくり事業） 11,216

2 佐賀広域消防局小城消防署建設事業 7,017

企画課 3 * 市政施行10周年記念シンポジウム事業 2,600

4 * 資源磨き構想調査事業 1,744

5 * 第2次総合計画策定事業 3,702

6 定住促進等事業 12,000

7 * 協働によるまちづくり推進（自治機能向上）事業 361

8 * 社会保障・税番号制度の創設に伴うシステム改修事業 16,784

環境課 9 * 電気自動車充電インフラ整備・活用事業 12,748

福祉課 10 * 臨時福祉給付金支給事業 114,600

11 自立支援医療（育成医療）給付事業 2,052

健康増進課 12 妊娠安心風しん予防接種事業 685

農林水産課 13 青年就農給付金給付事業 17,250

14 6次産業化事業 3,108

15 儲かるさが園芸農業者育成対策事業 17,906

16 * 県漁業経営構造改善事業 20,673

農村整備課 17 * 多面的機能支払交付金事業 47,513

18 県営クリーク防災機能保全対策事業「小城地区」 45,000

19 * 県営農業競争力基盤整備事業（多久導水路地区） 2,324

20 *
県営水利施設整備事業基幹水利施設保全型（新村地
区）

12,600

21 農業基盤整備促進事業 86,821

商工観光課 22 小城市宣伝隊事業（地域人づくり事業） 29,360

23 小城市特産品等販路拡大事業 15,820

24 * 観光情報発信番組放映事業（地域人づくり事業） 24,135

（裏面へ続く）

所　　属 事　　　業　　　名

総務部

福祉部

産業部

市民部



*新規事業

No 事業費：千円

建設課 25 市道維持補修事業（社会資本整備総合交付金事業) 9,000

26 市道江利・大寺線改良事業 30,000

27 市道小路・中村線改良事業 14,800

28 スマートインターチェンジ整備事業 57,429

29 市道甘木線改良事業（社会資本整備総合交付金事業） 7,000

30 *
市道住ノ江・社搦線改良事業（社会資本整備総合交付
金事業）

11,000

31 * 橋りょう長寿命化修繕事業 51,866

32 市営住宅建替事業 54,192

33 鉱害ポンプ維持管理事業 321,532

都市整備推進室 34 市道小城公園・本告線歩道設置事業 53,906

35 まちなか市民交流プラザ等整備事業 1,541,648

36 JR小城駅周辺環境整備事業 57,166

37 * JR小城駅周辺維持管理事業 1,205

38 * 魅力的商業空間整備事業 1,000

39 * 中心市街地活性化推進事業（地域人づくり事業） 10,715

下水道課 40 * 農業集落排水施設機能強化対策事業 7,430

（下水道特別会計） 41 公共下水道事業（小城処理区） 777,031

42 市営浄化槽事業 65,118

43 * 東新町浄化施設管理事業 3,951

教育総務課 44 芦刈小学校建設事業 323,992

45 * 牛津小学校施設大規模改造事業 33,706

学校教育課 46 教育情報化推進事業 57,276

47 放課後児童クラブ建設事業 26,429

こども課 48 * 保育所等緊急整備事業 154,001

49 * 認可外保育施設運営支援事業 7,866

50 子ども・子育て支援事業計画策定事業 3,317

51 * 子育て世帯臨時特例給付事業 82,814

52 保育士等処遇改善臨時特例事業 11,504

生涯学習課 53
身近なユニバーサルデザイン(トイレ洋式化)推進事業
（自治公民館分）

1,000

54 * 小城市三日月体育館改修調査事業 3,000

文化課 55 * 梧竹デジタルミュージアム事業 934

所　　属 事　　　業　　　名

教育委員会

建設部

中心市街地活性化
推進室



 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

情報番組作成　月2本×12月
小城市PRDVD作成

合　　計

11,215 1 11,216

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

11,216 11,216

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 11,216 1,944 1,944 1,944 事業費計

その他

0

一般財源 1 1,944 1,944 1,944 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金11,215

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　スマートフォンやタブレットなどが急速に浸透している中で、これらを利用した情報を発信し、動画サイトのYouTube（ユー
チューブ）に掲載することで、いつでもだれでも小城市の情報を手に入れることができ、小城市の総合的なイメージアップや
より効果的でインパクトのある情報番組を発信する。
その他、LINE(ライン)やTwitter（ツイッター）で発信することで、新たな情報収集手段となる。

【内容】
　毎回テーマを決めた１番組約2分の情報番組を毎月2本のペースで制作し、ミニ情報番組として発信する。また、情報番組
作成と合わせて市のPRDVDを作成する。
LINE(ライン)やTwitter（ツイッター）の登録者数を増やし、翌年度以降も月１回程度の番組を作成し、発信していく。

※この事業は、佐賀県緊急雇用創出基金事業補助の（地域人づくり事業補助）を活用して実施する。(補助率10/10)

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 佐賀県緊急雇用創出基金事業費補助金交付要綱

事業期間
平成26

広報事業 基本事業名 1
情報通信基盤の利活用と
市民サービスの向上一般 2 1 2 70

予算科目
会計 款 項 目 事業

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 総務部　総務課 施策名 5 情報化の推進

新規事業 既存事業

事務事業名
インターネット情報番組発信事業（地域人づくり事
業）

総
合
計
画
体
系

政策名 1

1



 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 総務部　総務課 施策名 6 消防・防災体制の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 佐賀広域消防局小城消防署建設事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2

法令根拠 消防組織法、佐賀中部広域連合規約

事業期間
平成24 平成26

常備消防費 基本事業名 1
常備消防・救急体制の充
実一般 9 1 1 694

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　佐賀県消防広域化推進計画を踏まえ、関係市町及び佐賀県と連携のもと、広域消防の組織再編と併せて常備消防体制
の強化及び常備消防施設の更新を図る。

【内容】
　佐賀広域消防局小城消防署の経年劣化が著しく狭隘であるため、小城消防署を改築し、その費用の一部を負担する。

(工事の概要[改築案]）
○　消防署　1,700.00㎡、駐輪場　50.00㎡、訓練棟（３棟）　75.00㎡
（小城消防署の現状［平成24年４月１日時点］）
○　竣工年月日：昭和47年４月［経過年数：40年］

【小城消防署建設事業スケジュール（予定）】
　　　　　　　　　　　佐賀広域消防局予算（建築関係）　　　　　　　　小城市予算（用地・負担金関係）
　H24年度　設計業務委託、地質調査業務委託等　　用地測量設計業務委託、建設工事負担金（通常負担割合）
　H25年度　本体工事、付帯工事等　　　　　　　　　　　建設工事負担金なし
　H26年度　本体工事、解体工事、付帯工事等　　　　建設工事負担金（端数調整分の負担金）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方債負担金、工事請負費
　※建設工事負担金は、消防局地方債償還分負担金（H26年度以降地方債の償還分を負担）に変更

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 3,200 地方債 3,200

171,270

一般財源 223 7,017 17,866 17,567 17,268 一般財源 168,070

財
源
内
訳

※建設事業は26年度までの予定で、事業費は26年度以降消防局地方債の償還分を含めて表示

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

工事請負費
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 3,423 0 7,017 17,866 17,567 17,268 事業費計

その他

合　　計

1,575 5,442 7,017

　小城消防署新入口歩道舗装厚改良工事
　小城消防署建設事業本体工事の負担金（端数調整）
　小城消防署建設事業に係る佐賀広域消防局の地方債償還金の負担金（特別負担分）

合　　計

7,017 7,017

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2



 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

担当部課 総務部　企画課 施策名

新規事業 既存事業

事務事業名 市政施行10周年記念シンポジウム事業 総
合
計
画
体
系

政策名

法令根拠

事業期間

企画調整事業 基本事業名
一般 2 1 7 53

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
 　平成27年3月に市制施行10周年を迎える。将来を見据え、市民生活を起点に広域的視野に立ったまちづくり、さらには
総合的な地域の活性化に向けたまちづくりを進めるため、本市が目指す将来像　『薫風新都～みんなでつくる・笑顔あふれ
る小城市～』、市民一人ひとりがまちづくりの主役になった市民本位のまちをつくりあげていくための記念シンポジウムを開
催する。

【内容】
　市制施行10周年記念式典後記念シンポジウムを実施
　・記念式典
　　　市制施行後の10年を振り返る記念式典を開催する。
　・基調講演
　　　地域を元気にするまちの魅力を引き出す方法、住みよいまちづくりなどについて基調講演会を実施する。
　・パネルディスカッション
　　　これからの小城市を、「住んでよかった」「これからも住み続けたい」と思えるまちにしていくにはどうしたらい
　　いか、みんなで考えられるようなパネルディスカッションを実施する。

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 200 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 旅費 需用費 役務費 委託料

事　業　費 0 0 2,600 0 0 0 事業費計

その他 2,400

合　　計

1,600 200 500 100 200 2,600

合　　計

2,400 200 2,600

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3



 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

担当部課 総務部　企画課 施策名

新規事業 既存事業

事務事業名 資源磨き構想調査事業 総
合
計
画
体
系

政策名

法令根拠

事業期間
平成26 平成27

企画調整事業 基本事業名
一般 2 1 7 53

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
 　アイルの温泉を核とする「温泉・スポーツ・医療」が連携した拠点づくり構想を具現化するため、グランドデザイン（基本構
想）の調査を実施する。

【内容】
　「資源磨き構想」（仮称）を策定するための基礎調査として、専門家を招聘してアイル周辺の環境・資源調査を実施し、資
源を活かしたグランドデザインの方向性や課題等について整理する。その結果は、経営戦略会議や職員研修により庁内情
報として共有するとともに、職員による視察・研究活動を行い、国や先進的取り組みを行っている地方自治体の情報を収集
する。これらの基礎資料を整理し、関係職員を対象としたワークショップを実施し、情報の共有化と意識の醸成を図る。

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

3,488

一般財源 1,744 1,744 一般財源 3,488

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 旅費

事　業　費 0 0 1,744 1,744 0 0 事業費計

その他

合　　計

1,480 264 1,744

・専門家による現地調査
・経営戦略会議メンバーや職員向けの研修
・先進地視察

合　　計

1,744 1,744

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

4



 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

共につくる新しいまち

担当部課 総務部　企画課 施策名 5 自立した行政経営の確立

新規事業 既存事業

事務事業名 第2次総合計画策定事業 総
合
計
画
体
系

政策名 6

法令根拠

事業期間
平成26 平成28

総合計画費 基本事業名 1 行政改革の推進
一般 2 1 7 581

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市の最上位計画である第1次総合計画は、平成28年度が最終年度に当たる。第2次総合計画は基本構想、基本計
画で構成し、基本構想は平成29年～38年度の10年間、基本計画は前期が平成29年～33年度の5年間と後期が平成34年
度～38年度の5年間を想定して策定する。策定に当たっては、平成29年度以降における本市の新たな将来像を明らかに
し、長期展望に立ったまちづくりの指針を示す計画を目指し、平成26年度から策定作業を開始し、市民の意見を取り入れ
ながら、行政評価の手法を活用し策定する。

【内容】
　平成26年度：第1次総合計画の進捗状況や問題点を洗い出すと共に、市民の意見を取り入れるために、
　　　　　　　　　総合計画審議会、まちづくり市民会議（仮称）の開催と市民意識調査等を行い、基本構想
　　　　　　　　　までを策定する。
　平成27年度：行政評価の手法を活用し、基本計画の原案を策定するための施策体系の構築を行う。
　　　　　　　　　基本計画の原案は、総合計画審議会において審議を行い、計画を決定する。

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

12,702

一般財源 3,702 7,500 1,500 一般財源 12,702

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報酬 報償費 需用費 役務費 委託料

事　業　費 0 0 3,702 7,500 1,500 0 事業費計

その他

合　　計

459 600 81 285 2,277 3,702

基本構想の策定
　・策定に関する基本方針の確認
　・総合計画審議会の開催
　・まちづくり市民会議（仮称）の開催
　・市民意識調査の実施
　・庁内会議の開催

合　　計

3,702 3,702

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

5



 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

担当部課 総務部　企画課 施策名

新規事業 既存事業

事務事業名 定住促進等事業 総
合
計
画
体
系

政策名

法令根拠 小城市定住促進奨励金及び三世代同居奨励金交付要綱

事業期間
平成24 平成26

定住促進等事業 基本事業名
一般 2 1 7 988

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　定住人口の増加と人口流出の防止を目的として、市内外から市内の対象地域に転入又は転居した場合に定住奨励金及
び持家加算金又は持家奨励金を交付する。また、市内での3世代の同居を奨励するために親・子・孫が同居しようとする者
に奨励金を交付する。

【内容】
　●定住奨励金：市外に居住している者が、市内に住宅を取得し転入した場合⇒１人 50,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　但し、同居の子の3人目以降で、15歳未満の場合⇒1人100,000円
　　　＋・持家加算金：小城市の三里、砥川、芦刈校区に新築又は購入した場合
　　　　　　　　　　　　　⇒取得価格の3％（上限600,000円）

　●持家奨励金：市内の借家に居住している者が、小城市の三里、砥川、芦刈校区に新築又は購入した場合
                      ⇒取得価格の3％（上限600,000円）

　●３世代同居奨励金：3世代同居のために、親世代と子、孫の世代が市内で新たに同居した場合
　　　　　　　　　　　　　　⇒１世帯100,000円
　　　＋・住宅加算金：３世代同居のために新築等又は増改築を行った場合⇒これらに係る経費の3％
                                                                                                               （上限300,000円）

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

44,340

一般財源 11,640 20,700 12,000 一般財源 44,340

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 11,640 20,700 12,000 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

12,000 12,000

・事業制度のＰＲ
・奨励金及び加算金の交付

合　　計

12,000 12,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

共につくる新しいまち

担当部課 総務部　企画課 施策名 4
市民と行政との協働体制
の確立

新規事業 既存事業

事務事業名 協働によるまちづくり推進（自治機能向上）事業 総
合
計
画
体
系

政策名 6

法令根拠

事業期間
平成26

市民協働推進事業 基本事業名 4
協働のルール・仕組みづく
り一般 2 1 8 61

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　住民ニーズの多様化により、地域が抱える課題は複雑化しているため、公正性・平等性に基づく画一的な行政サービスで
はすべてのニーズや課題に対応していくことが困難になっている。このため、住民自らが地域の課題に向き合い、行政と一
体となってまちづくりを総合的に進めるための協働のルール・仕組みを構築する必要があることから、住民自ら地域の課題
解決に参画しながらまちづくりを行う組織（まちづくり協議会・地域自主組織）を設立し、住民の手によるまちづくりを進めると
ともに、住民の自治意識の醸成を図る。

【内容】
≪平成26年度≫
　協働によるまちづくり推進のための組織体制をつくり、本市に適した自治組織のあり方について検討する「地域との協働
体制庁内検討委員会（仮称）」「協働によるまちづくり検討委員会（仮称）」を設置する。
≪平成27年度以降≫
　市民・自治会・団体等を対象に
・協働によるまちづくりを進めるためのワークショップ
・協働によるまちづくりに関するアンケート
を実施するとともに「地域モデル事業」を展開するなど地域ごとの課題を考えてもらうとともに、今後の地域づくり・コミュニティ
づくりを考えてもらい、地域が一体となったまちづくり活動を実施するための組織「協働によるまちづくり協議会（仮称）」の設
立を目指す。

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 361 3,000 3,000 7,700 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 旅費 需用費 役務費

事　業　費 0 0 361 3,000 3,000 7,700 事業費計

その他

合　　計

275 47 29 10 361

・市職員による「地域との協働体制庁内検討委員会（仮称）」開催
・学識経験者、関係団体等の代表者による「協働によるまちづくり検討委員会（仮称）」開催
・地域との協働体制推進のための職員研修会の開催

合　　計

361 361

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

小城市の基幹系システム69業務のうち、社会保障・税・防災に関連する、36業務システムの改修
　【改修内容】
　　・新たに付番されることになる個人番号をシステムへ追加する機能
　　・従来の小城市での宛名番号との紐付け管理するための機能
　　・個人番号で検索する機能、個人番号をシステム画面上に表示させる機能
　　・住民基本台帳ネットワークシステムとの連携機能の改修
　　・日本年金機構とのデータ連携機能の改修

合　　計

12,871 3,913 16,784

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

16,784 16,784

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 16,784 53,000 40,000 0 事業費計

その他

109,784

一般財源 3,913 13,000 一般財源 16,913

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための仕組みとして、社会保障の分野
や税制度の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための社会基盤（インフラ）を
整備する。

【内容】
　この制度で国民一人ひとりに新たに個人番号が割り振られ、この個人番号を利用して社会保障・税・防災の情報をより正
確に把握することで、国や地方公共団体などが、受け手に合わせたきめ細やかなサービスを提供できるようになるとともに、
国民がそのサービスを最大限利用できることになる。
　その制度構築と運用面において、小城市の基幹系システムで個人番号が利用出来るよう、また、他の機関との連携が可
能となるよう、システム改修を順次行う。
（平成27年（2015年）秋に個人番号が通知され、平成28年（2016年）1月から順次利用が進められる予定）

〔費用負担〕
　住民基本台帳システム、国民年金システム、特別児童扶養手当システム、中間サーバ、宛名統合システム：国10/10
　税務システム、社会保障システム：国2/3、市1/3

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

40,000
財
源
内
訳

国庫支出金 92,871

県支出金

国庫支出金 12,871 40,000

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律　ほか

事業期間
平成26 平成28

情報電算管理費 基本事業名 2
電子自治体の構築と業務
の効率化・効果的な展開一般 2 1 9 79

予算科目
会計 款 項 目 事業

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 総務部　企画課 施策名 5 情報化の推進

新規事業 既存事業

事務事業名
社会保障・税番号制度の創設に伴うシステム改修
事業

総
合
計
画
体
系

政策名 1

8



 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 市民部　環境課 施策名 1
自然環境・景観の保全と
創造

新規事業 既存事業

事務事業名 電気自動車充電インフラ整備・活用事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2

法令根拠
地球温暖化対策の推進に関する法律
小城市環境基本計画

事業期間
平成26 平成33

みんなでエコ活動推進事業 基本事業名 5 地球温暖化防止の推進
一般 4 1 5 979

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　電気自動車用充電設備の設置を行うことにより、電気自動車のさらなる普及を促進することを目的とする。

【内容】
　平成24年度の国の補正予算（次世代自動車充電インフラ整備促進事業補助金）及び平成25年11月12日発表の自動車
メーカーの充電施設設置支援（【PHV・PHEV・EV】充電インフラ普及支援金）により、小城市内の公共施設において電気自
動車充電インフラ整備を行い、以後機器の維持管理を行う。

1.設置場所　牛津保健福祉センター「アイル」、まちなか市民交流プラザ
2.設置基数　各施設に急速充電器　１基　、計　2基
3.費用負担　・本体及び設置費に係る工事費
　　　　　　　　　（国　2/3、自動車メーカー　1/3（または170万円を限度）、小城市　限度額超過分と消費税）
　　　　　　　　・立上検査手数料　設置後の検査に要する手数料
　　　　　　　　　（自動車メーカー　10/10、小城市　消費税）
　　　　　　　　・運用に係る費用　設置から8年間
　　　　　　　　　　保守メンテナンス、保険料等　１基につき毎年40.5万円を限度（自動車メーカー　10/10）
　　　　　　　　　　電力従量料金、基本料金　毎月契約及び利用に係る相当分（自動車メーカー　10/10）

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

1,300 その他 21,000

県支出金

地方債 地方債

21,848

一般財源 848 一般財源 848

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料 工事請負費

事　業　費 0 0 12,748 1,300 1,300 1,300 事業費計

その他 11,900 1,300 1,300

合　　計

480 562 690 11,016 12,748

急速充電設備と機器　2箇所に2基の設置と充電サービスの提供

合　　計

11,900 848 12,748

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　福祉課 施策名 6 社会保障の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 臨時福祉給付金支給事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3

法令根拠 臨時福祉給付金支給要領、小城市臨時福祉給付金支給事業実施要綱（予定）

事業期間

臨時福祉給付金支給事業 基本事業名 3 低所得者福祉の推進
一般 3 1 1 1015

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　消費税率の引き上げに際し、低所得者に与える負担軽減のために暫定的・臨時的な措置として現金を給付する。

【内容】
・市民税（均等割）非課税者に対し、消費税率引き上げによる１年半分の食料品の支出額増加分に相当する１万円を支給
する。老齢基礎年金受給者等については、年金の特例水準解消等を考慮し５千円を加算する。
（※注）市民税（均等割）非課税者であっても、市民税（均等割）課税者の扶養親族及び生活保護制度の被保護者は対象
とはならない。
　
　支給対象者　8,200人(4,800世帯）程度の見込み

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 114,587

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

職員手当等 共済費 賃金 需用費 役務費 委託料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 114,600 0 0 0 事業費計

その他 13

合　　計

250 458 2,785 350 3,447 2,310 105,000 114,600

合　　計

114,587 13 114,600

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　福祉課 施策名 5 障がい者福祉の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 自立支援医療（育成医療）給付事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3

法令根拠 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）

事業期間
平成25

自立支援医療（育成医療）
給付事業

基本事業名 3 障害福祉サービスの提供
一般 3 1 3 995

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　身体に障がいを有する18歳未満の児童又は現在の状態をそのままにすると将来的に身体に障がいを残すと認められる
児童に対し、手術等により将来の生活能力を習得させる。

【内容】
　平成25年4月地域主権の改革により、事業主体が佐賀県から小城市へ移管された。これに伴い手術等の医療にかかる費
用を小城市が給付する。
　申請者が医療機関に支払う金額は原則として1割負担で、世帯の所得（市民税の所得割額）に応じて月額自己負担上限
額が変わります。
　（対象となる障がい）
　　①視覚障がいによるもの
　　②聴覚・平衡機能の障がいによるもの
　　③音声機能・言語機能又はそしゃく機能の障がいによるもの
　　④肢体不自由によるもの
　　⑤心臓、腎臓、呼吸器、ぼうこう若しくは直腸、小腸又は肝臓の機能の障がいによるもの
　　⑥先天性の内臓の機能障がいによるもの（⑤によるものを除く）
　　⑦ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能障がいによるもの

 25年度給付のうち、主な給付内容（手術名）
   口蓋裂、人工肛門閉鎖術、尿道形成術、両拇指多指症に伴う拇指形成術、脊椎脂肪腫切除術など

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

1,100 1,100
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 1,020 1,024 1,100

550

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

550 県支出金510 512 550

地方債 地方債

0

一般財源 514 516 550 550 550 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 扶助費

事　業　費 0 2,044 2,052 2,200 2,200 2,200 事業費計

その他

合　　計

4 2,048 2,052

支給対象者は、入院26件、通院52件程度を想定

合　　計

1,024 512 516 2,052

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名 1
保健・医療の充実と健康
づくり

新規事業 既存事業

事務事業名 妊娠安心風しん予防接種事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3

法令根拠 小城市風しんワクチン任意予防接種事業実施要綱

事業期間
平成25 平成28

予防接種事業 基本事業名 4 感染症対策の推進
一般 4 1 3 688

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　妊娠予定又は希望する人や妊婦の同居者の風しん予防接種を推進することで、妊婦の風しん感染リスクを下げ、先天性
風しん症候群の発生を予防し、安心して妊娠や出産ができるようにする。

【内容】
（対象者）
①妊娠を予定する女性
②妊婦の同居者（夫等）　で
これまでに風しんに罹ったことがない又は風しんのワクチン（単独ワクチン、ＭＲ〔麻しん風しん混合〕ワクチン）の予防接種
の有無が不明な市民
（自己負担）
県内委託医療機関で接種　：　無料
県外医療機関で接種　：　医療機関窓口で全額負担し、市健康増進課で県内医療機関と契約した金額を限度として償還を
受ける。
（実施方法）
接種希望者は、市健康増進課に申請　→　接種該当者である確認ができた場合、予診票を交付　→　医療機関で接種

【事業費の1/2県補助金】

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

153

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金 2,1461,350 339 304

地方債 地方債

4,545

一般財源 1,595 346 305 153 一般財源 2,399

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 委託料

事　業　費 0 2,945 685 609 306 0 事業費計

その他

合　　計

7 678 685

対象者484人程度のうち、今年度70人の接種を想定

（事業の周知）
　・広報誌に掲載　　・婚姻届時にチラシの配布　　・妊娠届け時に説明し、妊婦の夫に勧奨
　・出生届時に母子健康手帳で産婦の抗体価を確認し対象者に勧奨

合　　計

339 346 685

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 青年就農給付金給付事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 新規就農総合支援事業実施要綱

事業期間
平成24

農政事務費 基本事業名 2 担い手等の育成・確保
一般 6 1 2 349

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業従事者の高齢化が急速に進む中、持続可能な力強い農業を実現するためには、青年の新規就農者を増加させる必
要があり、新規就農するにあたり、技術の習得や所得の確保等が課題となっていることから、就農前後の青年新規就農者
に対し給付金を給付することで就農時の負担軽減の一助とし、青年就農者の増大を図る。

【内容】
　・青年就農給付金（経営開始型）
　　　独立・自営就農者（その他要件有り）に対し、年間150万円給付。（最長5年間）

　〔参考〕県が行う類似事業
　・青年就農給付金（準備型）　※県へ直接申請
　　　県の農業大学校等で研修を受ける方（その他要件有り）に対し、年間150万円給付。（最長2年間）

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 4,875

国庫支出金

9,000

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

4,875 県支出金13,125 17,250 11,625

地方債 地方債

0

一般財源 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 4,875 13,500 17,250 11,625 9,000 4,875 事業費計

その他 375

合　　計

17,250 17,250

青年就農者7人、夫婦3組に対し給付

合　　計

17,250 17,250

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

農林水産業者が自ら取り組む研修会・勉強会等への支援
農林水産業者が自ら取り組む加工品の試作や商談会への参加等の活動に対する支援

合　　計

3,108 3,108

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

108 3,000 3,108

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 1,056 3,048 3,108 3,108 3,108 3,108 事業費計

その他

0

一般財源 1,056 3,048 3,108 3,108 3,108 3,108 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業者の経営安定のため、農畜産物の付加価値の創出に向け、農畜産物の生産だけでなく、加工や流通・販売を一体
化し、更には2次・３次産業と連携して地域ビジネスの展開や新たな産業の創出を図る。

【内容】
①直売所等を利用した地域の農林水産物の利用の促進
　　　・小城市農水産物直売所連絡協議会の運営支援
　　　・生産、加工、流通・販売の調査研究
②学校給食等における地域の農林水産物の利用の促進
③人材や団体等の育成
　　　・認定農業者や農水産物加工所、加工団体等に対する研修会等の実施

　〔目標〕
　　平成２４年度　　　　　周知啓発活動、人材育成
　　平成２５年度　　　　　人材育成、活動や取組等支援（補助金の創設）
　　平成２６年度以降　　活動や取組等支援

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠
地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法
律（6次産業化法）

事業期間
平成24

6次産業化事業 基本事業名 5 農業の6次産業化の促進
一般 6 1 3 984

予算科目
会計 款 項 目 事業

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 6次産業化事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 儲かるさが園芸農業者育成対策事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 儲かるさが園芸農業者育成対策事業補助金交付要綱（予定）

事業期間
平成21

儲かるさが園芸農業者育
成事業

基本事業名 3 生産性の向上、ブランド化
一般 6 1 4 1011

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
（さがの強い園芸農業確立対策事業の後継事業）
　革新的技術の導入による収量・品質の飛躍的な向上、及び省エネ・省力化技術の普及などを進めるとともに、新規就農
者等を育成することにより、儲かるさが園芸農業を確立する。
　

【内容】
　事業主体が導入した農業施設や機械等に、補助金を交付する。

【補助率】
　県補助は事業内容毎に異なる(1/2、1/3）
　市補助1/10

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 34,482

国庫支出金

11,630

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

11,630 県支出金14,316 13,771 11,630

地方債 地方債

0

一般財源 2,839 3,685 4,135 3,330 3,330 3,330 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 37,321 18,001 17,906 14,960 14,960 14,960 事業費計

その他

合　　計

17,906 17,906

事業実施主体数　５事業主体
事業内容の実農家数　42戸（アスパラガス、みかん、中晩柑、タマネギ）に対し助成

合　　計

13,771 4,135 17,906

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 2 水産業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 県漁業経営構造改善事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 小城市漁業経営構造改善事業補助金交付要綱（予定）

事業期間

県漁業経営構造改善事業 基本事業名 1 漁業生産基盤の充実
一般 6 3 2 1014

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　佐賀県有明海漁業協同組合芦刈支所の給油施設は昭和50年に建設され、漁業用燃料の供給基地として重要な役割を
果たしてきたが、2012年の「危険物の規制に関する規制等の一部を改正する省令」により2020年６月で使用不能となる。
　そのため、現行法に適した給油施設を整備することにより安定的に漁業用燃油の提供が可能となり、漁家経営の安定を
図る。市はその事業費の一部を負担する。

【内容】
　総事業費　　　　　 27,062,640円
　補助対象事業費　25,058,000円

【事業費の負担率】
　・負担率　県65％（国50％、県15％）、市17.5%、漁協17.5%

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金16,287
地方債 地方債

0

一般財源 4,386 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 20,673 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

20,673 20,673

合　　計

16,287 4,386 20,673

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

　農地・水保全活動支援実施の79活動組織や新規地区を含め、新制度説明会を開催し、該当する取り組みを実施する組
織は12月までに協定締結を行い、協定内容に応じた支援単価の交付金を交付する。

合　　計

860 3 46,650 47,513

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

106 643 37 229 161 282 46,055 47,513

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

共済費 賃金 旅費 需用費 役務費
使用料及び

賃借料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 47,513 47,513 47,513 47,513 事業費計

その他 3 3 3

237,565

一般財源 46,650 46,650 46,650 46,650 一般財源 233,250

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

3 その他 15

860 県支出金 4,300860 860

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業・農村の持つ多面的機能の発揮に対しては地域政策として日本型直接支払(多面的機能支払)を創設し、集落コミュ
ニティの共同管理等により、農地が農地として維持され、将来にわたって多面的機能が十分に発揮されることを確保すると
ともに、規模拡大に取り組む担い手の負担を軽減し、構造改革を後押しすることを目的としている。

【内容】
　農業の多面的機能の維持・発揮のための地域活動や営農活動に対し支援する。その中で農地維持支払と資源向上支払
に区分され、市と協定した活動内容に応じた単価で交付する。
市は、新たに発足予定の地域協議会へ交付し、地域協議会が活動組織へ交付する。

【支援単価】　国と地方公共団体の合計額
①農地維持支払　　　　　　　：田3,000円/10ａ、畑2,000円/10ａ
②資源向上支払(共同活動)：田2,400円/10ａ、畑1,440円/10ａ(農地・水保全を5年以上継続地区は75％単価適用)
③資源向上支払(長寿命化(農地・水では向上活動))：田4,400円/10ａ、畑2,000円/10ａ
①と②に取組む場合　　　 　　　　田 5,400円/10a， 畑 3,440円/10a(農地・水保全を5年未満継続地区)
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　田 4,800円/10a， 畑 3,080円/10a(農地・水保全を5年以上継続地区)
①、②及び③に取組む場合　　　田 9,200円/10a， 畑 5,080円/10a
【補助率】　　　国50％、県25％、市25％
　

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

860

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 26年度は予算措置として実施し、所要の法整備を行った上で、27年度から法律に基づき実施予定

事業期間
平成26 平成30

多面的機能支払交付金 基本事業名 1 農業生産基盤の充実
一般 6 1 6 1018

予算科目
会計 款 項 目 事業

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 多面的機能支払交付金事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

合　　計

20,200 22,500 2,300 45,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

45,000 45,000

26年度事業　木柵工　L＝7,000mの負担金

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 54,000 74,000 45,000 35,000 35,000 35,000 事業費計

その他 18,500 22,500 17,500 17,500

合　　計

414,900

一般財源 27,200 20,400 2,300 1,800 1,800 1,800 一般財源 16,850

地方債 26,800 35,100 20,200 15,700 15,700 15,700 地方債 190,600

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

17,500 その他 207,450

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　本地区のクリークは、法面の崩壊が進行しており、クリーク沿いの水田・道路等の損壊が発生するとともに、土砂の堆積に
よる排水機能低下から農地等に広域的な災害が発生する恐れがある。
　このため、本事業により、クリーク法面の保護整備を行い、これらの被害を未然に防止するとともに、農業生産の維持及び
安定を図り、併せて農地の保全を図るものである。

【内容】
（全体計画）
　事業名：県営クリーク防災機能保全対策事業　「小城地区」
　工期：平成２４年度～平成３３年度（１０年間）
　受益面積：Ａ＝２，９１７ｈａ
　主要工事：木柵工　Ｌ＝７２.７ｋｍ
（事業主体）
　佐賀県

　
【事業費の負担率】
　国55％、　県35％、　市5％、　受益者5％

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

基本事業名 1 農業生産基盤の充実
一般 6 1 10 387

予算科目
会計 款 項 目 事業

※「事業費の推移」は、市の歳出ベースで区分
　＊【25年度、26年度欄は、それぞれ前年度分の分担金を除き、全体計画の「総事業費」の財源内訳「その他」欄は、同額を含めて表示】

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 県営クリーク防災機能保全対策事業「小城地区」 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 土地改良法、県営土地改良事業負担金に係る分担金徴収条例

事業期間
平成24 平成33

国県営土地改良対策事業
費

＊ ＊ ＊ 
＊ 
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

　パイプラインの測量及び設計費に対する負担

　〔県の工事概要〕
　測量・設計（一式）

合　　計

2,000 324 2,324

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

2,324 2,324

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 2,324 20,918 20,918 39,988 事業費計

その他

106,914

一般財源 324 2,118 2,118 21,188 一般財源 10,914

地方債 2,000 18,800 18,800 18,800 地方債 96,000

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　国営筑後川下流土地改良事業では対応できない個別の付帯末端整備として県営土地改良事業を実施し、農業用用排
水路等の農業用施設整備により農業用水の確保を行い、営農の合理化･複合化を促進し、生産性の向上と農業経営の安
定を図るものである。

【内容】
　多久導水路地区（小城町池上地区）は、区画整理済であるが、農業用水は河川や小規模なため池を水源としており、十
分な農業用水の確保が出来ず、営農に支障を来たしているため、嘉瀬川ダムに貯留した農業用水を安定供給するために
国営筑後川下流土地改良事業により幹線水路の整備が進められている。
　その附帯事業として、本県営事業により末端施設（パイプライン・ライニング水路）を整備することに対して負担及び地元調
整をするもの。

〔県の工事概要〕
　受益面積　A=79.10ha
　本管パイプライン　L=4.0㎞　　市内路線パイプライン　L=3.0㎞　　オープン水路　L=2.8㎞

〔負担割合〕
　・多久導水路県営路線本管　　　国：55％　県25％　市：20％（うち小城市：38.73％　多久市：61.27％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※小城市と多久市の負担割合は、面積割りにより算出
　・その他、市内の路線　　　　　　　国：50％　県：25％　市25％

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 土地改良法、県営土地改良事業負担金に係る分担金徴収条例

事業期間
平成26 平成31

国県営土地改良対策事業
費

基本事業名 1 農業生産基盤の充実
一般 6 1 10 387

予算科目
会計 款 項 目 事業

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名
県営農業競争力基盤整備事業（多久導水路地
区）

総
合
計
画
体
系

政策名 5
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

　ポンプ設備の部品交換、補修、更新及び建屋の補修に対する負担

　〔県の工事概要〕
　測量設計、ポンプ設備工事（1台）、土木構造物工事（吐出水槽・樋管）

合　　計

11,300 1,300 12,600

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

12,600 12,600

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 12,600 12,400 11,400 0 事業費計

その他

36,400

一般財源 1,300 1,300 1,200 一般財源 3,800

地方債 11,300 11,100 10,200 地方債 32,600

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　新村排水機場は、県営排水対策特別事業により造成されたものである。しかし、造成後25年が経過し経年劣化による老
朽化が著しく、機器類の故障頻度も増加傾向にあるなど、補修・更新が必要な状況であり、本事業により保全対策を講じる
ことにより、災害を未然に防止し、農業生産の維持及び農業経営の安定を図り、併せて国土の保全に資する。

　
【内容】
　ポンプ設備、除塵機設備及びゲート設備の部品交換・補修・更新、建屋の補修を行い、長寿命化及び機能保全コストの
低減並びに施設の信頼性の向上を図る。

　〔負担割合〕　国：50％　県：30％　市：20％

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 土地改良法、県営土地改良事業負担金に係る分担金徴収条例

事業期間
平成26 平成28

国県営土地改良対策事業
費

基本事業名 4 治山・治水対策の推進
一般 6 1 10 387

予算科目
会計 款 項 目 事業

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 6 消防・防災体制の充実

新規事業 既存事業

事務事業名
県営水利施設整備事業基幹水利施設保全型（新
村地区）

総
合
計
画
体
系

政策名 2
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 農業基盤整備促進事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 農業基盤整備促進事業要綱・要領

事業期間
平成25 平成26

農業基盤整備促進事業 基本事業名 1 農業生産基盤の充実
一般 6 1 11 1004

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的・内容】
　生産効率を高める競争力のある農業を実現するためには、農地の汎用化等の基盤整備により、農業の構造改革を推進
することが不可欠であり、農業競争力の強化を図るため、農地・農業水利施設等の整備を地域の実情に応じて暗渠排水を
整備する。

【工事概要】
　暗渠排水整備
　　 区域　小城町 牛津町
　　 整備面積  Ａ＝165ha（国庫補助対象面積  Ａ＝150ha)
     ※分担金分の施工面積を上乗せして整備する。
　　 　 また、事業費が国庫補助金の定額補助金額に満たない場合は、施工面積を拡大する。
　　 実施期間　平成25年度～平成26年度

　　 国庫補助金  定額補助  10a当たり150,000円
　　 受益者負担金  暗渠排水管  100ｍ（概ね10a)当たり15,000円

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 225,000

県支出金

国庫支出金 27,670 197,330

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 22,500

県支出金

地方債 地方債

267,152

一般財源 4,610 15,042 一般財源 19,652

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：26年度欄は、25年度からの繰越分と26年度執行予定（27年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料 工事請負費
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 32,577 234,575 0 0 0 事業費計

その他 297 22,203

合　　計

25 48 2,650 83,800 298 86,821

暗渠排水整備　測量設計、工事
整備面積　国庫補助対象　50ha + 国庫補助対象外　5ha を想定

合　　計

75,000 7,500 4,321 86,821

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

　ＰＲ活動等を行うとともに、人材育成のための研修及び委託先の処遇改善に取り組む。

合　　計

29,359 1 29,360

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

29,360 29,360

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 17,493 17,603 29,360 12,000 12,000 12,000 事業費計

その他

0

一般財源 1 1 12,000 12,000 12,000 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金17,602 29,359

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市が有する観光資源、特産品、農海産物及びイベント等の宣伝を行うことにより、観光及び農林水産業の振興を目
的とする。また、合わせてふるさと納税の推進も図る。

【内容】
　小城市のイメージキャラクター（ようかん右衛門、こい姫）を含む『小城市宣伝隊』を結成し、近県及び大阪、東京等へ出向
き当市の宣伝及びふるさと納税の推進を行う。
　また、事業により委託先事業者は研修事業、及び処遇改善プロセスへの取り組みも合わせて行う。

※この事業は、佐賀県緊急雇用創出基金事業補助（地域人づくり事業補助）を活用して実施する。(補助率10/10)

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 17,493

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 佐賀県緊急雇用創出基金事業費補助金交付要綱

事業期間
平成22

観光事務費 基本事業名 1 観光PR活動の充実
一般 7 1 4 100

予算科目
会計 款 項 目 事業

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 4 観光の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 小城市宣伝隊事業（地域人づくり事業） 総
合
計
画
体
系

政策名 5
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

　市の特産品等の販路を拡大するため、催事等へ出店するとともに営業活動を行う。

合　　計

15,819 1 15,820

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

15,820 15,820

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 1,392 15,820 0 0 0 事業費計

その他

17,212

一般財源 1 1 一般財源 2

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金 17,2101,391 15,819

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市の特産品等の製造や販売を行う業者は、個人事業主が中心で、個々で商品販路を拡大することは、難しい状況に
ある。そのため佐賀県緊急雇用創出基金事業の起業支援型地域雇用創造事業を活用して、市の特産品等の販路の拡大
を行う。

【内容】
　佐賀県内、福岡都市圏、関西都市圏、及び関東都市圏での物産展や百貨店等主催の催事に参加し、販売活動を行う。

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 佐賀県緊急雇用創出基金事業費補助金交付要綱

事業期間
平成25 平成26

観光事務費 基本事業名 1
新しい時代やニーズに対
応した経営支援一般 7 1 4 100

予算科目
会計 款 項 目 事業

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 3
商工業の振興と新産業の
育成

新規事業 既存事業

事務事業名 小城市特産品等販路拡大事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 4 観光の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 観光情報発信番組放映事業（地域人づくり事業） 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 佐賀県緊急雇用創出基金事業費補助金交付要綱

事業期間

観光事務費 基本事業名 1 観光PR活動の充実
一般 7 1 4 100

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市の総合的なイメージアップやより効果的な情報を発信するため、テレビ番組を作成し新たな情報発信を行う。

【内容】
　小城市の観光、特産品、イベント及び地域コミュニティーの情報等を5分程度の番組にまとめ、毎週1回テレビ放映を行
い、季節や時期に応じた情報を発信する。
　また、事業により委託先事業者は研修事業の取り組みも合わせて行う。

※この事業は、佐賀県緊急雇用創出基金事業補助（地域人づくり事業補助）を活用して実施する。(補助率10/10)

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金24,134
地方債 地方債

0

一般財源 1 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 24,135 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

24,135 24,135

合　　計

24,134 1 24,135

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名
市道維持補修事業（社会資本整備総合交付金事
業）

総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成24 平成28

社会資本整備総合交付金
事業（維持補修）

基本事業名 3 市道の整備
一般 8 2 2 990

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市道の多くは、舗装を行ってから40年余り経過しており、舗装の劣化が進んでいる状態である。その間部分的な補修等を
行ってきたが、地区住民の往来や一般車両等の通行に危険を及ぼしている。
　このことから、社会資本整備総合交付金事業を利用し、計画的な舗装補修を行うことにより、交通の円滑化を図り、住民や
一般車両の安全を確保する。

【内容】
路面性状調査、土質調査、道路防災点検、舗装補修
・対象路線
　小城中学校線（L=120ｍ）、西晴気・寺浦線（L=100ｍ）、社線（L=410ｍ）、下江良・生立ヶ里線（L=200ｍ）、生立ヶ里線
（L=250ｍ）、西川・西小路線（L=1,350ｍ）、西川・大戸ヶ里線（L=110ｍ）、町分・道免線（L=1,200ｍ）

平成24年度　(全額繰越のため平成25年度施工)
平成25年度　小城中学校線、社線（全線路面性状調査及び舗装補修工事）、
　　　　　　　　 西晴気・寺浦線、下江良・生立ヶ里線（一部路面性状調査及び舗装補修工事）、
　　　　　　　　 西川・西小路線、西川・大戸ヶ里線、生立ヶ里幹線、町分・道免線（一部路面性状調査）
平成26年度　市道703路線について路面性状調査、生立ヶ里幹線の舗装補修工事
平成27年度以降：各路線の痛み具合に応じて補修工事

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

50,400
財
源
内
訳

国庫支出金 136,553

県支出金

国庫支出金 23,903 12,000 50,250

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 3,200 30,100 30,200 地方債 63,500

235,650

一般財源 23,997 4,800 3,400 3,400 一般財源 35,597

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：26年度欄は、25年度からの繰越分と26年度執行予定（27年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 47,900 20,000 83,750 84,000 0 事業費計

その他

合　　計

9,000 9,000

生立ヶ里幹線舗装補修工事　L=250ｍ

合　　計

5,400 3,200 400 9,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 市道江利・大寺線改良事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成22 平成27

道路新設改良事業 基本事業名 3 市道の整備
一般 8 2 3 143

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市道江利・大寺線は、多くの児童や市民が利用している道路であるが、現在歩道が無く歩行者の安全性が懸念されてい
る。また、新庁舎移転に伴い交通量が増加しているため通行量に応じた道路拡幅が必要となっている。これらのことから、
本線の歩道設置及び車道拡幅等の整備により、安全性と良好な車両通行の確保を図るものである。

【内容】
　市道江利・大寺線　道路拡幅（歩道、横断暗渠整備）
　　改良工事　L=360ｍ整備予定
　　道路現況　W=3.5ｍ（歩道なし）　⇒　計画幅員　W=7.0ｍ（車道W=5.0ｍ、歩道W=2.0ｍ）

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 26,700 67,800 53,300 地方債 155,100

165,457

一般財源 2,047 1,475 3,610 2,839 一般財源 10,357

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：26年度欄は、25年度からの繰越分と26年度執行予定（27年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料 工事請負費

事　業　費 2,047 28,175 71,410 56,139 0 0 事業費計

その他

合　　計

2,000 28,000 30,000

・測量設計委託 (測量・設計・積算業務)　一式
・改良工事　L=94ｍ

合　　計

28,500 1,500 30,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 市道小路・中村線改良事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25 平成28

道路新設改良事業 基本事業名 3 市道の整備
一般 8 2 3 143

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市道小路・中村線は、周辺に芦刈小学校、芦刈中学校、芦刈幼稚園など歩行者が集中する路線（通学路）であり、小学
校の建築及び水路工事に先立ち歩道整備を行い歩行者の安全を確保するものである。

【内容】
　市道小路・中村線　道路拡幅（歩道設置）
　　歩道設置　L=300ｍ整備予定
　　道路現況　W=4.0ｍ（車道W=4.0m）　⇒　計画幅員　W=6.5ｍ（車道W=4.0ｍ、歩道W=2.5ｍ）

　平成25年度　測量・設計
　平成26年度　第1期改良工事（歩道部）
　平成27年度　隣接水路工事（佐賀県施工）※
　平成28年度　第2期改良工事（車道部）

※佐賀県施工部の期間、工事範囲は現段階で未定

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 14,000 16,600 地方債 30,600

34,200

一般財源 1,900 800 900 一般財源 3,600

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 1,900 14,800 0 17,500 0 事業費計

その他

合　　計

14,800 14,800

　道路改良（歩道設置）工事　Ｌ＝300ｍ

合　　計

14,000 800 14,800

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 スマートインターチェンジ整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 スマートインターチェンジ［高速道路利便増進事業］制度実施要綱、道路法

事業期間
平成18 平成29

スマートインターチェンジ
整備事業

基本事業名 1 高速交通体系整備の促進
一般 8 2 3 883

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　スマートインターチェンジ制度実施要綱の制定により、既存PAを利用した安価なインターチェンジの整備が可能となった。
小城市内に位置する長崎自動車道小城PAにスマートインターチェンジを整備し、高速交通体系整備を促進させ、小城市
の産業振興をはじめとして、災害時の広域支援体制の向上など地域の活性化を図るものである。

【内容】
　関係機関事前協議→地区協議会設置→実施計画書提出→連結申請→連結許可→詳細設計→用地測量→用地取得
→文化財調査→本体工事の順で事業を進める。
H24.4月連結許可済
　
（工事の概要）
接続道路　４本　Ｌ＝１．０km

平成２４年度　　　 道路予備修正設計
平成２５年度　　　 土質調査・路線測量・協議用図面作成・道路詳細設計
平成２６年度　　　 用地測量・用地調査・水文調査・用地取得・文化財調査
平成２７年度
　～平成２９年度　用地取得・文化財調査・本体工事
平成２９年度末　　供用開始予定

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

70,516 9,124
財
源
内
訳

国庫支出金 169,090

県支出金

国庫支出金 2,786 55,160 31,504

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 5,407

県支出金

地方債 2,200 42,400 20,200 54,800 7,100 地方債 126,700

323,500

一般財源 1,115 380 2,782 1,116 2,966 436 一般財源 22,303

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：26年度欄は、25年度からの繰越分と26年度執行予定（27年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 旅費 需用費 委託料
公有財産
購入費

負担金、補助
及び交付金

補償、補填
及び賠償金

事　業　費 1,115 5,366 105,749 52,820 128,282 16,660 事業費計

その他 5,407

合　　計

21 411 22 27,806 24,900 835 3,434 57,429

・用地測量・調査業務
・補償説明業務
・不動産鑑定業務
・用地取得
・文化財発掘調査業務
・水文調査業務負担金

合　　計

29,878 25,700 1,851 57,429

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名
市道甘木線改良事業（社会資本整備総合交付金
事業）

総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25 平成29

社会資本整備総合交付金
事業（新設改良）

基本事業名 3 市道の整備
一般 8 2 3 976

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市道甘木線は、観光拠点である小城公園や市民・観光客回遊の拠点であるJR小城駅を結ぶ重要な路線であり、周辺に
教育関連施設もある中、歩行者の通行量も多い状況であるため、道路改良を行い安全性を確保する。

【内容】
　市道甘木線の双方向2車線化および歩道設置を行う（車道5ｍ→車道2.75ｍ×2、片側歩道3.5ｍ）

平成25年度　道路詳細設計・測量
平成26年度　用地測量　用地調査
平成27年度　用地取得　本体工事1期
平成28年度　本体工事2期
平成29年度　本体工事3期

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

14,700 14,700
財
源
内
訳

国庫支出金 107,123

県支出金

国庫支出金 2,507 4,200 71,016

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 1,500 2,600 44,900 9,300 9,300 地方債 67,600

178,539

一般財源 172 200 2,444 500 500 一般財源 3,816

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 4,179 7,000 118,360 24,500 24,500 事業費計

その他

合　　計

7,000 7,000

・用地測量　一式
・用地調査　一式

合　　計

4,200 2,600 200 7,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名
市道住ノ江・社搦線改良事業（社会資本整備総
合交付金事業）

総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成26 平成27

社会資本整備総合交付金
事業（新設改良）

基本事業名 3 市道の整備
一般 8 2 3 976

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市道住ノ江・社搦線は、国道444号線と福所江漁港を結ぶ重要な市道であり、また有明沿岸道路の整備により住ノ江IC
（仮称）の設置が予定されている路線であるため、今後交通量の増加が予想されている。
当事業は増加する交通量に対応した構造に改良する事を目的とする。

【内容】
　平成27年度～平成30年度（福冨IC供用）までは、末端のICとなり交通量は127百台/日想定されており、交通量に適した
道路構造に改良する。

・3種3級相当の幅員を確保する。
・構造令に対応又は工事車両が通行できる曲線部拡幅を確保する。
・暫定的に交通量の増大に対応する舗装構成とする。
　住ノ江・社搦線　延長Ｌ＝860ｍ　　幅員Ｗ=8.9ｍ→9.5ｍ

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 77,400

県支出金

国庫支出金 6,600 70,800

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 4,100 44,800 地方債 48,900

129,000

一般財源 300 2,400 一般財源 2,700

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 11,000 118,000 0 0 事業費計

その他

合　　計

11,000 11,000

　測量設計委託（測量・設計業務）一式

合　　計

6,600 4,100 300 11,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 橋りょう長寿命化修繕事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成26 平成30

社会資本整備総合交付金
事業（橋りょう補修）

基本事業名 3 市道の整備
一般 8 2 5 1008

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　橋梁の多くは、架設工事を行ってから40年余り経過しており、劣化が進んでいる状態にある。その間部分的な補修を行っ
てきたが、現在では一般車両の往来に支障をきたしているところもでている。
今後も小城市が管理する道路橋の老朽化が急速に進むことから、長寿命化修繕計画に基づく予防的な修繕へと政策の転
換を図ることによって、橋梁の長寿命化並びに橋梁の修繕・架け替えに係る費用の縮減を図りつつ、道路網の信頼性を確
保する。

【内容】
　　長寿命化修繕工事計画予定橋梁（5ヶ年計画）
　　　幸橋　　　　　　　（吉田・彦島線）　　　　　　　　　堀江橋　　　　　　 （島溝・芦田線）
　　　西水立物橋　　 （長神田・立物橋）　　　　　　　 三ヶ島3号線　　　（三ヶ島・大和線）
　　　小柳橋           (宿・鷺ノ原線）　　　　　　　　　　宮本橋　　　　　　 （寒気・本山線）
　　　万部寺橋　　　　（長神田・立物橋）
　　　寒気4号線　　　（寒気線）
　　　永泉寺橋　　　　（永泉寺線）
　　　砂田橋　　　　　（西川・西小路線）
　　　西平川4号線　（芦田・東分線）
　　　小柳2号線　　　（宿・鷺ノ原線）
　　　三ッ石橋　　　　（松本・大日橋）
　

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

53,214 52,978
財
源
内
訳

国庫支出金 241,250

県支出金

国庫支出金 31,119 54,327

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 18,600 32,500 31,900 31,700 地方債 144,400

402,087

一般財源 2,147 3,718 3,577 3,619 一般財源 16,437

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料 工事請負費

事　業　費 0 0 51,866 90,545 88,691 88,297 事業費計

その他

合　　計

17,296 34,570 51,866

　設計委託：幸橋、西水立物橋、小柳橋、万部寺橋、寒気4号橋
　工事　　　：幸橋、西水立物橋、小柳橋

合　　計

31,119 18,600 2,147 51,866

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 3 住宅環境の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 市営住宅建替事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 公営住宅法、小城市営住宅条例

事業期間
平成24 平成29

市営住宅建替事業 基本事業名 2 市営住宅の適正管理
一般 8 6 2 853

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　牛津地区市営住宅(友田団地、天満町団地、柿樋瀬団地、駅南団地の4団地79戸)は、昭和41年から47年に建設され、耐
用年限も経過しており、居住水準の低下、地域防災面での問題や設備の老朽化等様々な問題があり、建替が必要である。
　また、天満町団地及び柿樋瀬団地の敷地については、現在、私有地を借上げ、他の2団地についても、敷地が狭いた
め、新規に建替を行う。

【内容】
　牛津駅南地区に敷地を購入し、鉄筋コンクリート造、4階建の住宅80戸を建設する。

(工事の概要）
　整備予定住宅　鉄筋コンクリート造　4階建　2棟(80戸)
　敷地面積　約8,000㎡、駐車台数　80台程度

H25年度　用地測量、地質調査、建物基本設計、用地取得等
H26年度　建物実施設計、敷地造成工事
H27年度　1号棟建築工事
H28年度　2号棟建築工事、既存住戸解体工事
H29年度　既存住戸解体工事

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

327,089 3,847
財
源
内
訳

国庫支出金 647,181

県支出金

国庫支出金 115,511 23,061 177,673

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 117,700 28,100 214,100 395,000 3,800 地方債 758,700

1,493,501

一般財源 935 29,619 3,031 2,256 16,571 35,208 一般財源 87,620

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：25年度欄は、24年度からの繰越分と25年度執行予定分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料 工事請負費

事　業　費 935 262,830 54,192 394,029 738,660 42,855 事業費計

その他

合　　計

35,216 18,976 54,192

　建物実施設計、敷地造成工事

合　　計

23,061 28,100 3,031 54,192

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

32



 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画
事
業

排水機場 事業内容（整備計画分）

上坪排水機場 №3主ポンプ・№3減速機OH、№3主ポンプ盤更新、除塵機整備等

満神排水機場 真空ポンプ整備2台、燃料小出し槽、燃料移送ポンプ更新

前満江排水機場 屋外重油槽整備、燃料小出し槽、燃料移送ポンプ更新

友田排水機場 屋外重油槽塗装、避雷針設置等整備

川越排水機場 防護柵設置、燃料小出し槽、避雷針設置

三王崎排水機場 冷却水ポンプ、操作盤7面、屋外・屋内燃料配管更新、№3ポンプOH

戸崎排水機場 冷却水ポンプ・配管、燃料移送ポンプ、燃料配管更新、避雷針設置等

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　建設課 施策名 6 消防・防災体制の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 鉱害ポンプ維持管理事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2

法令根拠 臨時石炭鉱害復旧法、小城市鉱害復旧施設維持管理基金条例

事業期間
平成16

上坪鉱害ポンプ排水施設
維持管理費ほか

基本事業名 4 治山・治水対策の推進
一般 11 1 2 414

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市鉱害ポンプを臨時石炭鉱害復旧法(昭和27年法律第295号）の規定に基づき、鉱害が生じた土地物権について本
来有していた効用回復を図るために設置された7ヶ所の排水機場について鉱害復旧施設維持管理基金を活用し適切な維
持管理を行う。

【内容】
　小城市鉱害ポンプ排水機場7箇所の運転操作、点検、維持管理を行う。また、老朽化した施設、機器の故障、修繕が多く
なり、計画的な整備・修繕・改修を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　ポンプ数　　　　排水能力
①上坪排水機場　　　　　　3台　　　　　　　5ｔ/秒
②満神排水機場　　　　　　4台　　　　　　7.5ｔ/秒
③前満江排水機場　　　 　3台　　　　　　　7ｔ/秒
④友田排水機場　　　　　　2台　　　　　　　3ｔ/秒
⑤川越排水機場　　　　　　2台　　　　　　　4ｔ/秒
⑥三王崎排水機場　　　　 3台　　　　　　7.7ｔ/秒
⑦戸崎排水機場　　　　　　2台　　　　　　　2ｔ/秒

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

65,500 その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 一般財源

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：24年度欄は、23年度からの繰越分と24年度執行分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料 工事請負費
負担金、補助
及び交付金

積立金

事　業　費 380,667 296,139 321,532 282,085 67,600 65,500 事業費計

その他 380,667 296,139 321,532 282,085 67,600

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

8,205 706 33,908 271,426 44 7,243 321,532

事業費

154,608
8,448
5,280

合　　計

321,532 321,532

21,002

4,342
9,739

91,460
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　都市整備推進室 施策名 2 市街地の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 市道小城公園・本告線歩道設置事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25 平成27

都市計画街路事業 基本事業名 2 市街地の計画的整備
一般 8 5 2 151

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　 都市計画道路小城駅千葉公園線第2工区の街路整備が進む中、これに合わせ小城駅千葉公園線と交差する市道小城
公園・本告線の一部区間（桜岡小学校南～岡町交差点）について歩道整備を行い、歩行する児童・生徒や地区住民の交
通安全の確保を図り、併せて狭隘道路による車両の離合困難を解消する。

【内容】
　延長：290ｍ
　幅員：（現状）歩道なし⇒（整備後）8.0ｍ（うち歩道3.0ｍ）

　平成25年度　測量、設計
　平成26年度　用地買収、家屋補償、立木補償等
　平成27年度　歩道整備の本工事

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 57,472

県支出金

国庫支出金 4,230 32,342 20,900

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 2,900 20,400 16,200 地方債 39,500

101,130

一般財源 194 1,164 2,800 一般財源 4,158

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料
公有財産
購入費

補償、補填
及び賠償金

事　業　費 0 7,324 53,906 39,900 0 0 事業費計

その他

合　　計

1,778 12,936 39,192 53,906

　用地買収、家屋補償（2棟）、立木補償等

合　　計

32,342 20,400 1,164 53,906

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　中心市街地活性化推進室 施策名 2 市街地の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 まちなか市民交流プラザ等整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠
中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律
都市再生特別措置法

事業期間
平成23 平成26

中心市街地活性化事業 基本事業名 2 市街地の計画的整備
一般 7 1 5 851

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市役所小城庁舎のあった場所は、中心市街地の中心部に位置し、また都市機能の中心としての役割りを担ってきた
重要な場所である。しかし、庁舎の移転は、商店街をはじめとして地域経済等へのマイナス影響が懸念されることから、21
世紀の人口減少及び少子・高齢化社会に対応するまちづくり・交流による活性化拠点地区の形成を図るとともに、地域経
済にも波及効果が期待できる核的施設「（仮称）まちなか市民交流プラザ」の整備に取り組む。

【内容】
平成23年度　整備基本計画策定
平成24年度　交流プラザ基本設計
　　　　　　　　 小城庁舎等解体設計
　　　　　　　　小城庁舎等解体工事（Ｈ25へ繰越）
平成25年度　交流プラザ実施設計
　　　　　　　　 小城庁舎等解体工事
　 　　　　　　　小城庁舎周辺建物解体工事（消防車庫）
　　　　　　　　 交流プラザ建設工事
平成26年度　交流プラザ建設工事

（（仮称）まちなか市民交流プラザ概要）
鉄骨・鉄筋コンクリート３階建て：約4,600㎡
敷地面積：約7,600㎡

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 440,889

県支出金

国庫支出金 13,051 60,121 363,465

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 165,800 1,118,800 地方債 1,284,600

1,829,307

一般財源 28,246 10,991 59,383 一般財源 103,818

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：25年度欄は、24年度からの繰越分と25年度執行予定分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料 工事請負費

事　業　費 41,297 236,912 1,541,648 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

59 330 36,441 1,504,818 1,541,648

・（仮称）まちなか市民交流プラザ建設工事

合　　計

363,465 1,118,800 59,383 1,541,648

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　中心市街地活性化推進室 施策名 2 市街地の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 JR小城駅周辺環境整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠
中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律、都市再生特別
措置法

事業期間
平成23 平成26

中心市街地活性化事業 基本事業名 2 市街地の計画的整備
一般 7 1 5 851

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　中心市街地の玄関口であるJR小城駅の利便性の向上と安全で快適な歩行者空間等の確保等を図るとともに、築100年の
趣のある駅舎を活かした再整備を行う。

【内容】
　H23年度　整備計画作成
　H24年度　基本・実施設計、整備事業用地購入
　H25年度　駅前広場１工区整備工事　　駅舎・公衆トイレ実施設計
　H26年度　駅前広場2工区整備工事　　駅舎・公衆トイレ工事
　
（整備の概要）
・小城駅前広場の整備（舗装）
・小城駅前広場ロータリーの拡張
・小城駅駐車場増設（13台）
・小城駅駐輪場増設（約520台）
・小城駅舎修景
・公衆トイレ新設
・防犯カメラ設置

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 165,717

県支出金

国庫支出金 13,299 75,558 75,793

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 20,600 25,100 105,500 地方債 151,200

339,115

一般財源 2,582 8,821 9,489 一般財源 22,198

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：26年度欄は、25年度からの繰越分と26年度執行予定（27年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 委託料 工事請負費
補償、補填
及び賠償金

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 36,481 109,479 190,782 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

56 54,411 1,037 1,032 630 57,166

・小城駅舎修景工事
・小城駅前広場公衆トイレ新築工事
・防犯カメラ設置工事

合　　計

24,950 28,900 3,316 57,166

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　中心市街地活性化推進室 施策名 2 市街地の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 JR小城駅周辺維持管理事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠
中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律、都市再生特別
措置法

事業期間
平成26

中心市街地活性化事業 基本事業名 2 市街地の計画的整備
一般 7 1 5 851

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市がJRから譲渡を受ける小城中心市街地の玄関口であるJR小城駅の駅舎、整備したJR小城駅前広場や公衆トイレ
の維持管理を実施する。

【内容】
　駅舎は、有形文化財登録を目指した景観に配慮した維持管理を行い、駅前広場、公衆トイレなど周辺施設を駅利用者、
観光客、地域住民が快適に利用できるように維持管理を行う。

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 1,205 2,755 2,755 1,575 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料

事　業　費 0 0 1,205 2,755 2,755 1,575 事業費計

その他

合　　計

397 592 216 1,205

小城駅舎平成26年5月からの予定、公衆トイレ平成26年11月からの予定

合　　計

1,205 1,205

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

1,000 1,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,000 1,000

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 1,000 0 0 0 事業費計

その他

0

一般財源 1,000 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　都市計画道路小城駅千葉公園線の拡張工事に伴い一部解体された店舗等が、小城本町通り建築協定に基づき、統一
したコンセプトでファザード（道路に面した部分）の改修を行う場合に、工事費の一部を補助する。
これにより営業継続に係る費用を軽減することで商店街の活性化に寄与する。

【内容】
　道路に面した部分の改修工事に対する補助
　　・補助対象経費の70％以内（上限100万円）

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 小城市中心市街地商業等活性化対策事業補助金交付要綱等

事業期間

中心市街地活性化事業 基本事業名 4 美しい街並み景観づくり
一般 7 1 5 851

予算科目
会計 款 項 目 事業

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　中心市街地活性化推進室 施策名 1
自然環境・景観の保全と
創造

新規事業 既存事業

事務事業名 魅力的商業空間整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 建設部　中心市街地活性化推進室 施策名 3
商工業の振興と新産業の
育成

新規事業 既存事業

事務事業名 中心市街地活性化推進事業（地域人づくり事業） 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 佐賀県緊急雇用創出基金事業費補助金交付要綱

事業期間

中心市街地活性化事業 基本事業名 4 商店街の商業の活性化
一般 7 1 5 851

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市中心市街地の活性化、商店街の振興及び市民によるまちづくり活動を促進するため、小城市中心市街地のまち
づくりの中心となって活躍する人材を育成し、市民や来外者（観光客等）の利便性や満足度を向上させることを目的とする。

【内容】
　（仮称）まちなか市民交流プラザの運営やまちづくりの中核となる団体と想定される「㈱まちづくり小城」が、イベント開催や
まちづくり活動の試行を実践し、まちづくりや運営できる人材を育成する。
　・人材雇用（人件費）２名
　・社内、社外の研修
　・地域イベント等の補助、まちづくりイベントの実施
　・小城商工会議所、小城市観光協会、小城市中心市街地活性化協議会、商店街組合等との連携
　・まちの情報発信

※この事業は、佐賀県緊急雇用創出基金事業補助（地域人づくり事業補助）を活用して実施する。(補助率10/10)

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金10,714
地方債 地方債

0

一般財源 1 一般財源

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 10,715 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

10,715 10,715

合　　計

10,714 1 10,715

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

平成27年度事業実施へ向けて計画書を作成する。

合　　計

3,000 4,430 7,430

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

10 7,400 20 7,430

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 委託料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 7,430 37,030 72,630 50,630 事業費計

その他

190,900

一般財源 4,430 2,030 6,630 4,630 一般財源 23,400

地方債 17,500 33,000 23,000 地方債 81,500

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

23,000 県支出金 86,0003,000 17,500

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置により
衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　農業集落排水事業にて整備された下水道施設の経年劣化により機能低下した施設について、機能診断による各機器の
更新計画書を作成し、更新計画による施設の機能強化及び長寿命により機能の安定を図る。
計画書に基づき、補助対象事業の約50％を国から補助金を受け整備する。

《各処理区の現状》
　砥川処理区：浄化センターH13.3月供用開始、マンホールポンプN=6基、マンホールN=337個、管路L=10,130ｍ
　織島処理区：浄化センターH15.3月供用開始、マンホールポンプN=15基、マンホールN=560個、管路L=17,079ｍ
　堀江処理区：浄化センターH21.11月供用開始、マンホールポンプN=6基、マンホールN=162個、管路L=5,850ｍ

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

33,000

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 下水道法

事業期間
平成26 平成35

農業集落排水事業総務費 基本事業名 2
施設の適正な維持管理と
加入促進下水 1 1 1 274

予算科目
会計 款 項 目 事業

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水道の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 農業集落排水施設機能強化対策事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

仁俣中継ポンプ場建設工事及び設備工事並びに幹線管渠Ｌ＝1,790ｍを主に施工する。
また、認可区域内の下水道管整備（仁俣、戊地内）Ｌ＝780ｍを主に施工する。

合　　計

358,000 6,329 348,953 16,335 47,414 777,031

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

365 124 401,054 1,159 359,000 9,000 6,329 777,031

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
【例：26年度欄は、25年度からの繰越分と26年度執行予定（27年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

補償、補填
及び賠償金

積立金

事　業　費 117,328 584,091 870,031 747,800 603,600 603,600 事業費計

その他 53,986 16,335 7,480 6,040

9,565,000

一般財源 12,424 38,640 50,414 29,920 24,160 15,100 一般財源 96,856

地方債 52,800 243,200 393,953 339,000 274,100 274,100 地方債 4,481,000

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

15,100 その他 537,000

県支出金 9,1442,815 6,329

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置により
衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　計画面積約323haを公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、補助対象事業の約50％
を国から交付金を受け整備する。
　小城処理区の汚水は、仁俣中継ポンプ場を経て三日月浄化センター、牛津浄化センターへ送水する。

《平成25年度末現在》
仁俣中継ポンプ場：全体計画送水能力7.57ｍ3/分、送水ポンプＮ＝５台　未整備
全体計画処理面積323ｈａのうちＡ＝2.7ｈａ整備済み。

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

299,300 299,300
財
源
内
訳

国庫支出金 4,441,000

県支出金

国庫支出金 52,104 245,450 403,000 371,400

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 下水道法

事業期間
平成24 平成42

小城処理区事業費 基本事業名 1
地域条件に応じた下水道
整備の推進下水 1 2 2 308

予算科目
会計 款 項 目 事業

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水道の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 公共下水道事業（小城処理区） 総
合
計
画
体
系

政策名 2
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

　50基を想定
　・5人槽（20基）、7人槽（28基）、10人槽（2基）を想定

合　　計

17,935 23,400 9,000 14,783 65,118

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,650 59 9 9,600 53,800 65,118

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 需用費 役務費 委託料 工事請負費

事　業　費 0 25,006 65,118 65,118 65,118 65,118 事業費計

その他 2,970 9,000 9,000 9,000

0

一般財源 22,036 14,783 14,783 14,783 14,783 一般財源

地方債 23,400 23,400 23,400 23,400 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

9,000 その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　生活排水の適正な処理の促進を図り、市民の生活環境の保全及び公衆衛生の向上並びに公共用水域の水質の保全を
図る。

【内容】
　公共下水道計画区域及び農業集落排水処理区域を除く区域において、市が事業主体となり合併浄化槽の設置を行う。

　整備戸数約1,000戸の見込み。
　合併浄化槽設計・積算、工事、施工管理

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

17,935 17,935
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 17,935 17,935

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 浄化槽法、小城市市営浄化槽条例、小城市市営浄化槽事業受益者分担金徴収条例

事業期間
平成25

市営浄化槽事業費 基本事業名 1
地域条件に応じた下水道
整備の推進下水 1 3 1 991

予算科目
会計 款 項 目 事業

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水道の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 市営浄化槽事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

　汚水処理施設への接続件数の目標を23件とし、接続率の向上に努める。

合　　計

3,951 3,951

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,200 1,555 1,196 3,951

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料

事　業　費 0 0 3,951 4,967 6,001 6,989 事業費計

その他 3,951 4,967 6,001

0

一般財源 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

6,989 その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市小城町東新町区内の家庭から排出される汚水を浄化する施設の管理を実施し、水洗トイレの設置により衛生的で
快適な生活環境を創出する。

【内容】
　小城市が小城市小城町東新町住宅団地内にある既存の浄化施設の維持管理を行う。
ただし、公共下水道供用開始区域になった場合は、速やかに公共下水道に切り替える。

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 浄化槽法、小城市小城町東新町住宅団地浄化施設条例

事業期間
平成26

東新町浄化施設管理費 基本事業名 2
施設の適正な維持管理と
加入促進下水 1 3 3 1010

予算科目
会計 款 項 目 事業

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水道の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 東新町浄化施設管理事業 総
合
計
画
体
系

政策名 2
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

地域開放棟、屋外便所棟、職員駐車場、外構建築
既存小学校校舎解体
中学校改修

合　　計

276,500 35,221 12,271 323,992

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

100 225 7,875 561 315,231 323,992

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：24年度欄は、23年度からの繰越分と24年度執行分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料
使用料及び

貸借料
工事請負費

事　業　費 972,312 1,296,904 323,992 0 0 0 事業費計

その他 35,221

3,055,632

一般財源 66,649 235,438 12,271 一般財源 370,562

地方債 678,500 774,600 276,500 地方債 2,105,000

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 35,221

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　老朽化した芦刈小学校校舎、体育館並びに給食室の改築を行い、児童の学習環境の充実を図るとともに平成26年4月か
ら開始予定の芦刈小中一貫教育に対応する施設とする。
　また、改築により市内学校施設の耐震化率100％を達成する。

【内容】
　平成22年度　検討委員会を設置し基本構想、基本計画の策定、給食室の実施設計
　平成23年度　給食室改築、仮設校舎建設、校舎及び屋内運動場の基本設計、実施設計
　平成24年度　屋内運動場改築（小中学校兼用）、校舎改築（H24・25継続工事）
　平成25年度　校舎改築（H24・25継続工事）、中学校の階段及び設備改修
　平成26年度　地域開放棟及び屋外便所棟、中学校改修、外構、駐車場整備

≪主な施設の内容≫
　屋内運動場　鉄骨造　2階建て　延べ床面積2,362㎡
　管理特別教室棟　鉄筋コンクリート造　2階建て　延べ床面積3,245㎡
　普通教室棟　鉄筋コンクリート造　2階建て　延べ床面積3,291㎡
　防災機能の強化として、自家発電機（太陽光発電及び蓄電池）を設置

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 544,849

県支出金

国庫支出金 227,163 286,866

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律、学校教育法施行規則、小学校設置基準

事業期間
平成22 平成26

芦刈小学校改築事業 基本事業名 9 学校施設の整備充実
一般 10 2 3 955

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
幼児教育・学校教育の充
実

新規事業 既存事業

事務事業名 芦刈小学校建設事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

　牛津小学校（校舎棟、屋内運動場棟）大規模改造実施設計

合　　計

10,000 23,706 33,706

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

33,706 33,706

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 33,706 308,127 0 0 事業費計

その他 10,000

341,833

一般財源 23,706 25,746 一般財源 49,452

地方債 196,600 地方債 196,600

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 10,000

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　経年により通常発生する学校建物の損耗、機能低下に対する復旧措置及び建物の用途変更に伴う改装等の大規模改
造を行い、教育環境の改善を図り合わせて建物の耐久性向上を図る。

【内容】
　平成26年度　牛津小学校（校舎棟、屋内運動場棟）大規模改造実施設計
　平成27年度　牛津小学校　大規模改造工事

　校舎棟　延べ床面積　4,859㎡
　屋内運動場棟　延べ床面積　1,115㎡

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 85,781

県支出金

国庫支出金 85,781

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律、学校教育法施行規則、小学校設置基準

事業期間
平成26 平成27

小学校施設大規模改造事
業

基本事業名 9 学校施設の整備充実
一般 10 2 3 1012

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
幼児教育・学校教育の充
実

新規事業 既存事業

事務事業名 牛津小学校施設大規模改造事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

平成24、25年度の2ヵ年で教育情報化の環境整備等が終了し、今後は、利活用の定着と効果の検証及び保守管理を行う。
　・学校での授業（研究）支援、操作説明、教職員研修を実施する。
　・データセンターを中心としたシステム等の保守管理を行う。
　・市内小中学校に整備したＩＣＴ機器の消耗品等を一括管理する。

合　　計

57,276 57,276

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

8,308 20,465 28,503 57,276

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料

事　業　費 173,667 670,029 57,276 57,276 57,276 57,276 事業費計

その他

1,072,800

一般財源 23,867 39,829 57,276 57,276 57,276 57,276 一般財源 292,800

地方債 149,800 597,400 地方債 747,200

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金 32,80032,800

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　国の「教育情報化ビジョン」に基づき、市内小中学校の教育の情報化を推進する。
　ＩＣＴの利活用により「授業の情報化」で授業改善、学力向上を目指す。また、「学校（校務）の情報化」で学校運営改善、
校務負担軽減を図る。

【内容】
　市内の小中学校及び教育委員会をインターネット回線等で体系的に情報系ネットワークを構築する。
　教育の情報化の中心としてデータセンターを活用してセキュリティー対策を行う。
　教育の情報化を推進するため、校内でＩＣＴを利活用できる環境に再整備する。
　教育の情報化の目的を達成するために、支援等を行う人材を活用する。
　授業の情報化のために、電子黒板と児童生徒の学習者用端末機を整備する。
　学校の情報化のために、校務支援のアプリケーション等を導入する。

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 「教育の情報化ビジョン」（文部科学省）

事業期間
平成24 平成29

教育情報化推進事業 基本事業名 8 情報教育環境の整備充実
一般 10 1 2 978

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　学校教育課 施策名 2
幼児教育・学校教育の充
実

新規事業 既存事業

事務事業名 教育情報化推進事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

　　三日月小学校南門東側に建設
　≪施設概要≫
　　プレハブ構造１階建て　床面積　120㎡
　　トイレ、シャワー室、洗面、給湯、空調設備を備える

合　　計

14,641 11,788 26,429

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,086 22,458 2,640 245 26,429

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料 工事請負費 備品購入費
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 64,036 26,429 0 0 0 事業費計

その他 24,920

90,465

一般財源 11,788 一般財源 11,788

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 24,920

県支出金 53,75739,116 14,641

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内の８小学校内の余裕教室又は専用施設で９クラブを開設し、放課後児童健全育成事業を実施してきたが、小学校に
よっては余裕教室がない状況となり、定数を見直すことができず、待機児童が発生している。このため、定数の見直しを行う
ためにも学校敷地内に新たに専用施設を建設し、待機児童の解消及び増加する入級希望者への対応を図るものである。

【内容】
　桜岡小学校、牛津小学校、三日月小学校の敷地内にそれぞれ１棟を建設する。
　事業費は、放課後児童クラブ整備費補助金(国・県合わせて2/3)の適用を受ける施設として、佐賀県放課後児童クラブ整
備費補助金交付要綱に適合する基準で建設する。

　平成25年度　設計、建設(2棟4クラブ)　平成26年4月　供用開始
　平成26年度　設計、建設(1棟1クラブ)  平成27年4月　供用開始予定

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠
児童福祉法、佐賀県放課後児童クラブ整備費補助金交付要綱、小城市放課後児童健全育成事業実施要
綱

事業期間
平成25 平成26

放課後児童健全育成事業 基本事業名 1
地域における子育て支援
の充実一般 10 1 3 742

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　学校教育課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 放課後児童クラブ建設事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

102,667 51,334 154,001

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

154,001 154,001

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 154,001 0 0 0 事業費計

その他

0

一般財源 51,334 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金102,667

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　認可保育園、認定こども園の施設整備は、佐賀県安心こども基金及び小城市安心こども特別対策事業費補助金（保育所
等緊急整備事業）を活用して施設を整備することにより、受入数を増やし、施設の増改築や整備を促す。

【内容】
　さくら保育園、わかば保育園は、この制度を活用して施設整備を行い、その費用の一部として補助金を交付する。

・さくら保育園　【増改築】　　平成26年度定員90人⇒平成27年度定員120人
・わかば保育園　【増築】　　平成26年度定員100人⇒平成27年度定員140人

財源内容：県（補助金）1/2　市1/4

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠
安心こども基金特別対策事業費補助金交付要綱
小城市安心こども特別対策事業費補助金交付要綱

事業期間

児童福祉総務費 基本事業名 1
地域における子育て支援
の充実一般 3 2 1 471

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　こども課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 保育所等緊急整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4

48



 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

3,933 1,966 1,967 7,866

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

7,866 7,866

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 7,866 0 0 0 事業費計

その他

0

一般財源 1,967 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金1,966

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　認可保育所の基準（設備及び職員配置）並びに佐賀県の認証保育所基準を満たす質の確保された認可外保育所に対
し、運営に要する費用の一部を補助することにより、保育サービスの供給を増やし、もって待機児童の解消を図るとともに、
子どもを安心して育てることができるような体制整備を行うことを目的とする。

【内容】
　この制度を活用して平成27年開園に向けて取り組むおひさま保育園に対し、その運営に要する費用の一部として補助金
を交付する。
≪おひさま保育園概要≫
　定員：46名程度

財源内容：国（補助金）1/2　県（補助金）1/4　市1/4

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 3,933

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠
子ども・子育て支援法
保育緊急確保事業補助金交付要綱（予定）

事業期間

認可外保育施設運営支援
事業

基本事業名 1
地域における子育て支援
の充実一般 3 2 1 477

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　こども課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 認可外保育施設運営支援事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4

49



 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

・子ども・子育て会議を開催し、ニーズ調査を基に計画の策定を行う。
・条例等の整備
・保育・教育事業者との打合せ等

合　　計

3,317 3,317

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

332 2,985 3,317

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報酬 委託料

事　業　費 0 1,822 3,317 0 0 0 事業費計

その他

5,139

一般財源 1,822 3,317 一般財源 5,139

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　安心して子どもを生み育てることのできる社会を実現するため、社会全体で子ども・子育てを支援する、新しい支え合いの
仕組み、制度を構築する。また、小学校就学前の子どもと小学校児童に対し、子育て支援の総合的な事業提供を推進す
る。

【内容】
・　「小城市子ども・子育て支援事業計画」の策定
　　⇒子育て世代の子育てニーズを調査し、計画を策定する。
・計画策定に当たり、子育て当事者等の関係当事者が参画・関与できる仕組みの構築
　　⇒子ども・子育て会議を設置する。

平成25年度　子ども・子育て会議開催、ニーズ調査の集計及び分析
平成26年度　子ども・子育て会議開催、計画策定、条例等の整備

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 子ども・子育て支援法

事業期間
平成25 平成26

子ども・子育て支援事業計
画策定事業

基本事業名 1
地域における子育て支援
の充実一般 3 2 1 1001

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　こども課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 子ども・子育て支援事業計画策定事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

82,807 7 82,814

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

900 22 1,588 200 2,620 2,484 75,000 82,814

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

職員手当等 共済費 賃金 需用費 役務費 委託料 扶助費

事　業　費 0 0 82,814 0 0 0 事業費計

その他 7

0

一般財源 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　消費税率引き上げに際し、子育て世帯への影響を緩和するとともに、子育て世帯の消費の下支えを図る観点から、子育
て世帯に対し、臨時的に給付金を支給する。
　児童手手の上乗せではなく、臨時福祉給付金と併給調整して支給する。

【内容】
○支給対象者　平成26年1月分の児童手当（特例給付を含む。）の受給者であり、平成25年の所得が児童手当の
　　　　　　　　　　所得制限額に満たない者
○基準日　　　　平成26年1月1日
○支給額　　　　対象児童1人につき10,000円
○費用　　　　　 全額国庫負担（実施にかかる事務費についても全額国庫負担）

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 82,807

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠
子育て世帯臨時特例給付金要領
小城市子育て世帯臨時特例給付金支給事業実施要綱（予定）

事業期間

子育て世帯臨時特例給付
措置事業

基本事業名 1
地域における子育て支援
の充実一般 3 2 1 1017

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　こども課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 子育て世帯臨時特例給付事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

8,628 1,438 1,438 11,504

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

11,504 11,504

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 9,514 11,504 0 0 0 事業費計

その他

21,018

一般財源 1,438 一般財源 1,438

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金 10,9529,514 1,438

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　保育士の人材確保対策を推進する一環として、保育士等の処遇改善に取り組む市内の私立保育園、認定こども園（保育
園部門）に資金の交付を行うことにより、保育士の確保を進める。

【内容】
　補助金を申請する施設を対象に、保育士等の経験年数、入所児童の定員数、４月と10月初日の入所児童数により算定さ
れる交付金額を上限とし、保育士等の処遇改善（法定福利費等の事業主負担増加額を含む賃金改善）に要する費用を交
付する。なお、この事業については、処遇改善に要する費用以外は対象とならない。

　対象園
　　私立たちばな保育園
　　私立さくら保育園
　　私立芦刈保育園
　　私立認定こども園　 こどもの森保育園
　　私立認定こども園　 わかば保育園
　　私立認定こども園　 エンジェル保育園
・財源内容　：　国（補助金）3/4　県（補助金）1/8　市1/8（平成２５年度は県10/10）

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 8,628

県支出金

国庫支出金 8,628

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠
子ども・子育て支援法
保育緊急確保事業補助金交付要綱（予定）

事業期間
平成25 平成26

保育園措置費 基本事業名 1
地域における子育て支援
の充実一般 3 2 2 480

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　こども課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 保育士等処遇改善臨時特例事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

　舎人地区、西小路地区、吉田地区の計3地区

合　　計

1,000 1,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,000 1,000

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 400 1,000 3,000 0 0 事業費計

その他

4,400

一般財源 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金 4,400400 1,000 3,000

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　誰もが外出しやすい環境づくりの一環として、市民の暮らしの身近なユニバーサルデザインの推進を図るため、多くの市
民が利用する施設のトイレの改修工事等を行う事業の中で自治公民館が行うトイレの改修等工事に対して、補助金を交付
する。
　
　

【内容】
　対象の工事は、
　①和便器から洋便器へ取り替える又は洋便器を増設する工事で、壁や仕切りの改修を伴わない工事
  ②和便器から洋便器へ取り替える又は洋便器を増設する工事に加えて、当該便房のスペースを確保する
　　 ために発生する壁や仕切りの改修を行う工事
　③既存のトイレ以外のスペースを利用して洋式便房を増設する工事
　　で補助対象工事に要する費用（消費税及び地方消費税を含む）が20万円以上であり、改修工事等に関する請負契約を
県内事業者と締結するものに補助する。(1施設2スペースまで助成）

【補助内容】
　便器取替　　　　　　　　　補助額上限200,000円
　便器取替+ブース改修　補助額上限400,000円

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠
佐賀県身近なユニバーサルデザイン（トイレ洋式化）推進事業補助金交付要綱、小城市自治公民館ユニ
バーサルデザイン（トイレ洋式化）推進事業補助金交付要綱

事業期間
平成25 平成27

公民館費 基本事業名 2
生涯学習関連施設の整備
充実・機能強化一般 10 5 2 214

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会 生涯学習課 施策名 3 生涯学習の充実

新規事業 既存事業

事務事業名
身近なユニバーサルデザイン(トイレ洋式化)推進
事業（自治公民館分）

総
合
計
画
体
系

政策名 4
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

3,000 3,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

3,000 3,000

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 3,000 0 0 0 事業費計

その他

0

一般財源 3,000 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　 三日月体育館は、昭和６１年に建設以来２７年を経過している。この間、壁面ガラスブロックのひび割れによる部分的交
換、雨漏りに伴う屋根補修工事を行ってきたが、現在も、大雨の時は雨漏りが続いている状況である。市内屋内体育施設の
中でも最も利用者が多く、安全で快適に、また気持ちよく利用できるスポーツの場を確保するため調査・検討を行う。

【内容】
　経年劣化等による建物の雨漏りや不具合の原因並びに現状を把握するとともに、最適な改修方法を検討する。合わせ
て、概算工事費並びに実施設計費の積算業務を行う。

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠

事業期間

体育施設管理費 基本事業名 1
スポーツ施設の整備充実・
有効活用一般 10 6 2 813

予算科目
会計 款 項 目 事業

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 教育委員会　生涯学習課 施策名 2 生涯スポーツの充実

新規事業 既存事業

事務事業名 小城市三日月体育館改修調査事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成26年度計画

　写真撮影（デジタル化）すると共に梧竹デジタルミュージアム検討会を立ち上げ、作品データの精査を行う。

合　　計

934 934

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

370 24 540 934

財
源
内
訳

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 旅費 委託料

事　業　費 0 0 934 1,200 0 0 事業費計

その他

2,134

一般財源 934 1,200 一般財源 2,134

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　中林梧竹記念館では、梧竹作品・遺品など約500点を所蔵し、年4回の常設展で数十点づつテーマに沿った展示公開を
行なっている。展示できない多くの作品を小城市のホームページにおいて作品画像や情報を常時公開し、梧竹作品を鑑
賞できる機会を増やすと共に来館増につなげる。

【内容】
　平成26年度から2ヵ年で館蔵の全作品・遺品の写真撮影を行いデジタルデータ化する。作品データ（釈文・制作年代・形
態など）を精査し、デジタル化してホームページ上でキーワード検索機能を備えたデジタルミュージアムを構築する。

事業費の推移
（単位：千円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 小城市立中林梧竹記念館条例

事業期間
平成26 平成27

中林梧竹記念館施設運営
費

基本事業名 4 書にふれる機会の充実
一般 10 5 4 575

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　文化課 施策名 5
芸術・文化の振興と文化
財の保存・活用

新規事業 既存事業

事務事業名 梧竹デジタルミュージアム事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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